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在院者の外部交通に関する訓令を次のように定める。 
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法務大臣 上 川 陽 子・・・ 
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   在院者の外部交通に関する訓令 
目次 
第１章 総則（第１条・第２条） 
第２章 面会（第３条－第６条） 
第３章 信書の発受（第７条・第８条） 
第４章 電話による通信（第９条－第１４条） 
第５章 雑則（第１５条－第１７条） 
附則 

第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この訓令は、在院者の外部交通の取扱いを適正に行うため必要な事項

を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この訓令において使用する用語は、少年院法（平成２６年法律第５８

号。以下「法」という。）及び少年院法施行規則（平成２７年法務省令第３０

号）において使用する用語の例による。 
第２章 面会 

（面会を許さない場合の告知） 
第３条 少年院の長は、在院者に対する面会の申出があった場合において、法の

規定により面会を許さないときは、在院者に対し、その旨を告知するものとす

る。 
（面会の一時停止等） 

第４条 少年院の職員は、法第９４条第１項各号のいずれか（付添人等又は弁護

人等との面会の場合にあっては、第１号ロに限る。）に該当する場合において、

その行為又は発言を制止することで足りると認めるときは、面会を一時停止

することなく、在院者又は面会の相手方の行為又は発言を制止して警告する



 

ものとする。 
２ 少年院の職員は、法第９４条第１項の規定により面会を一時停止させる場

合には、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を執るものとする。 
⑴ 在院者及び面会の相手方に対し、その場で静かに待機するよう命じるこ

と。 
⑵ 在院者又は面会の相手方に対し面会の場所からの退出を命じること。 
⑶ その他在院者と面会の相手方との意思疎通を防止することができる措置 

３ 少年院の職員は、法第９４条第１項の規定により面会を一時停止させた場

合には、速やかに、その旨及び面会の状況等について、少年院の長に報告しな

ければならない。 
４ 前項の報告を受けた少年院の長は、速やかに面会の継続の可否を決定する

ものとする。 
（面会の記録） 

第５条 面会（法第９７条に規定する方法による面会（以下「宿泊面会」とい

う。）を除く。以下本条において同じ。）が行われた場合には、少年簿及び収

容事務関係各帳簿に関する訓令（平成２７年法務省矯少訓第１５号大臣訓令）

様式第１０号面会票（以下「面会票」という。）に、面会の日時、面会の相手

方の氏名等を記録するほか、次の各号に掲げる場合に応じて、当該各号に定め

る事項を記録するものとする。 
⑴ 立会い又は録音若しくは録画をしなかった場合（第４号に掲げる場合を

除く。） その旨（特に必要があるとき（法第９３条第２項各号に掲げる者

との面会を除く。）は、在院者又は面会の相手方から聴取した面談の要旨） 
⑵ 立ち会った場合（立会いとともに録音又は録画した場合を含む。） その

旨及び面談の要旨 
⑶ 録音又は録画をした場合（立ち会った場合を除く。） その旨（特に必要

があるときは、在院者若しくは面会の相手方から聴取した面談の要旨又は

録音若しくは録画により確認した面談の要旨） 
⑷ 在院者の付添人等又は弁護人等との面会の場合 その旨 
（宿泊面会） 

第６条 少年院の長は、処遇の段階が１級又は２級とされた在院者について、次

の各号のいずれかに該当する場合は、宿泊面会を許すことができる。この場合

において、特に必要と認めるときは、処遇の段階が３級とされた在院者につい

てもこれを許すことができる。 
⑴ 家族関係を調整する上で必要があると認められる場合 
⑵ 在院者と保護者その他相当と認める者との間で将来の進路や出院後の生

活、被害弁償等の重要な問題について話し合う必要があると認められる場



 

合 
⑶ 在院者の処遇の段階又は法第３５条第１項の成績の評価が向上し、宿泊

面会を許すことが更なる改善更生の意欲の喚起に結び付くと認められる場

合 
⑷ その他少年院の長において前３号に準ずる程度に必要かつ相当と認める

場合 
第３章 信書の発受 

（信書の差止め等の手続等） 
第７条 法第９９条第１項の規定により信書の検査に当たる職員は、検査の結

果、在院者が発受する信書について、法第１０１条の規定によりその発受を差

し止め、又はその一部を削除し、若しくは抹消する必要があると判断したとき

は、速やかに、その旨を記載した書面をその信書に添えて、少年院の長に報告

しなければならない。 
２ 少年院の長は、前項の報告に係る信書について、法第１０１条の規定により

その発受の差止め又はその一部の削除若しくは抹消のいずれかの措置を執る

必要があると認めるときは、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める

措置を決定するものとする。 
⑴ 信書の一部が法第１０１条第１項各号のいずれかに該当する場合（次号

に掲げる場合を除く。） 該当箇所の削除又は抹消 
⑵ 信書の全部が法第１０１条第１項各号のいずれかに該当する場合又はこ

れらに該当する記述が信書の全般にわたっていることその他削除又は抹消

の方法により難い場合 当該信書の発受の差止め 
３ 少年院の長は、前項の決定をした場合には、次の各号に掲げる場合に応じ、

速やかに当該各号に定める措置を執るものとする。 
⑴ 差止めを決定した場合 在院者に対し、その旨を口頭により告知するこ

と。 
⑵ 削除を決定した場合 次のイ及びロの措置を執ること。 
イ 該当箇所を削除した上で、当該信書（削除した部分を除く。）を在院者

に交付し、又は発送すること。 
ロ 在院者に対し、削除した旨を口頭により告知すること。 

⑶ 抹消を決定した場合 次のイ及びロの措置を執ること。 
イ 抹消する部分の複製を作成した上で、該当箇所を抹消し、当該信書を在

院者に交付し、又は発送すること。 
ロ 在院者に対し、抹消した旨を口頭により告知すること。 

４ 法第１００条の規定により信書の発受を禁止する場合の手続は、信書の発

受を差し止める場合に準じて行うものとする。 



 

（信書の発受の記録） 
第８条 在院者が発受する信書については、少年簿及び収容事務関係各帳簿に

関する訓令様式第１１号書信票に、発受の許否（その一部を削除し、又は抹消

した場合にはその旨）、発送・交付年月日、発受の相手方の氏名等を記録する

とともに、法第９９条の規定により検査を行ったときは、必要に応じ、その信

書の要旨を記録するものとする。 
第４章 電話による通信 

（電話の使用日等） 
第９条 少年院の長は、少年院の管理運営上支障を生ずることのない範囲で、そ

の少年院の実情に応じ、在院者に電話を使用させる日及び時間帯、回数、通話

の時間その他電話の使用に関し必要な事項を定めるものとする。 
（通信の相手方の確認等） 

第１０条 在院者から電話をかける際には、少年院の職員が立ち会って在院者

に電話をかけさせ、又は少年院の職員が電話をかけた上で、相手方が電話によ

る通信を許された者であることを確認するものとする。 
２ 前項の場合において、電話による通信の相手方が不在である等のため通話

することができなかったときは、少年院の長は、在院者に対し、改めて当該相

手方に電話をかけることを許すものとする。 
３ 電話による通信の相手方から電話をかける際には、少年院の職員があらか

じめ指定する電話番号に当該相手方から電話をかけさせ、当該相手方が電話

による通信を許された者であることを確認するものとする。 
（通信内容の確認のための措置） 

第１１条 法第１０７条第１項の規定により通信の内容を確認するために執る

措置は、傍受又は録音（以下「傍受等」という。）とする。 
（通信の一時停止及び終了） 

第１２条 少年院の職員は、法第１０７条第２項において準用する法第９４条

第１項各号のいずれかに該当する場合において、在院者又は電話による通信

の相手方の行為又は発言を制止することで足りると認めるときは、電話によ

る通信を一時停止することなく、在院者又は電話による通信の相手方の行為

又は発言を制止して警告するものとする。 
２ 少年院の職員は、法第１０７条第２項において準用する法第９４条第１項

の規定により電話による通信を一時停止する場合には、一旦電話を切るもの

とする。 
３ 少年院の職員は、法第１０７条第２項において準用する法第９４条第１項

の規定により電話による通信を一時停止した場合には、速やかに、その旨及び

通話の状況等について、少年院の長に報告しなければならない。 



 

４ 少年院の長は、前項の報告を受けた場合には、速やかに電話による通信の再

開の可否を決定するものとする。 
（電話による通信の記録） 

第１３条 電話による通信が行われた場合には、面会票に、電話による通信の日

時、相手方の氏名等を記録するほか、次の各号に掲げる傍受等の有無の別に応

じて、当該各号に定める事項を記録するものとする。 
⑴ 傍受等をしなかった場合 その旨（特に必要があるときは、在院者から聴

取した通話の要旨） 
⑵ 傍受した場合（傍受とともに録音した場合を含む。） その旨及び通話の

要旨 
⑶ 録音した場合（傍受した場合を除く。） その旨（特に必要があるときは、

在院者から聴取した通話の要旨又は録音により確認した通話の要旨） 
（電話の使用場所） 

第１４条 電話による通信は、できる限り、他の在院者が聴取できない場所で行

わせるものとする。 
第５章 雑則 

（外部交通の助言又は援助） 
第１５条 少年院の長は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める方法

により、法第１０８条の規定に基づく助言又は援助を行うものとする。 
⑴ 面会 在院者が自己の意見や気持ちを相手方に伝えることができるよ

う、立ち会っている職員が在院者に発言を促したりすることその他適当な

方法 
⑵ 信書の発信 手紙の書き方を指導したり、不適切な表現を修正するよう

促したりすることその他適当な方法 
⑶ 電話による通信 在院者が自己の意見や気持ちを相手方に伝えることが

できるよう、傍受等している職員が在院者に発言を促したりすることその

他適当な方法 
（外国語による面会等） 

第１６条 少年院の長は、外国語による面会又は信書の発受の円滑な実施を図

るため、少年院の職員に対する外国語に関する研修の実施、大使館、公使館等

に対する協力の要請、通訳又は翻訳に協力する民間の篤志家の確保その他必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
（準用） 

第１７条 少年院に仮に収容されている者の外部交通については、その性質に

反しない限り、この訓令中の在院者に関する規定を準用する。 
附 則 



 

 この訓令は、法の施行の日（平成２７年６月１日）から施行する。 


